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◎　一般会計 （単位：千円）

令和３年度　小城市一般会計補正予算総括表

会 計 区 分 補正前の額 補 正 額 合 計 備 考

24,553,086 800,389 25,353,475１ 一般会計
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議案第90号　小城市一般会計補正予算（第13号）

（単位：千円、％）

※　構成比は、端数処理の関係上、一致しない場合があります。

0.8

　歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ8億38万9千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出

それぞれ253億5,347万5千円とするものです。

　歳入の主なものは、事務事業に伴う国庫支出金を計上するものです。

　歳出の主な内容は、「新型コロナウイルス感染症生活困窮者自立支援金支給事業」、「住民税非

課税世帯等に対する臨時特別給付金支給事業」、「子育て世帯への臨時特別給付金支給事業」に関

する費用を計上するものです。

4,317,417 17.0 議 会 費 206,597 0 206,597

歳 入

補 正 前款 別 合 計 構成比 款 別 補 正 前 補 正 額 合 計 構成比

歳 出

補 正 額

市 税 4,317,417 0

13,810 0 13,810 0.1 衛 生 費 2,496,076 0 2,496,076

株式等譲渡所得割交付金 15,126 0 15,126 0.1 労 働 費 10,180

地 方 特 例 交 付 金

交通安全対策特別交付金

令和３年度　第13号補正後予算総額　　25,353,475千円

35.9

地 方 譲 与 税 152,377 0 152,377 0.6 総 務 費 3,869,860

9.8

利 子 割 交 付 金 4,773 0 4,773 0.0 民 生 費 8,308,010 800,389 9,108,399

0 3,869,860 15.3

配 当 割 交 付 金

81,059

4.4

地方消費税交付金 914,050 0 914,050 3.6 商 工 費 297,187 0 297,187 1.2

法人事業税交付金 33,709 0 33,709 0.1 農林水産業費 1,106,520 0 1,106,520

8,500 0 8,500 0.0 災 害 復 旧 費

800,388 5,370,289 21.2 予 備 費

分担金及び負担金 161,266 0 161,266 0.6 公 債 費 2,278,242 0 2,278,242

使用料及び手数料 162,148 0 162,148 0.7

国 庫 支 出 金 4,569,901

諸 支 出 金

129,294繰 越 金 129,294 0

2,094,772 8.3県 支 出 金 2,094,772 0

財 産 収 入 53,974 0 53,974 0.2

2.7繰 入 金 0 691,809

1,344,890

691,809

寄 附 金 0

0.0

0.130,000 0

0 10,180 0.0

983,483 0 983,483

30,000

3.3

9.6

0 81,059 0.3 消 防 費 831,514 0

1 0 1

831,514

3.9

9.0

6,924,397 27.3 教 育 費 2,443,624 0 2,443,624

25,353,475

0.5

24,553,086100.0

1.5

地 方 交 付 税 6,924,397 0

合 計 24,553,086

1,344,890 5.3

諸 収 入 378,363 1

800,389 800,389

378,364

市 債 0 2,489,600

合　　　　　計

2,489,600

25,353,475

9.8

100.0

6.7環境性能割交付金 11,851 0 11,851 0.1 土 木 費 1,691,792 0 1,691,792
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□ ☑

□  単年度のみ □単年度繰返 ☑  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

2,076

2,076

令和3年度
補正事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 合　　計

2,076

令和3年度
補正事業費

の内訳
（単位：千円）

需用費 役務費 扶助費

11 25 2,040

事　業　費

財
源
内
訳

5,882

一般財源 一般財源

合　　計

0 0 事業費計 14,0780 0 8,196 5,882

その他 その他

（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

総　事　業　費
（単位：千円）

県支出金

地方債 地方債

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

国庫支出金 8,196

(決算) (決算) （計画) （計画) （計画) （計画)

事業の概要（目的、内容等）

事業費の推移
（単位：千円）

H31年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

【補正内容】
　新型コロナウイルス感染症生活困窮者自立支援金支給対象者の拡充及び再支給に伴う事業費の増並びに申請
期限の延長
　追加対象者：・総合支援資金の初回貸付を借り終えた世帯
　　　　　　　・自立支援金を受給した世帯（再支給）
　申請期限　：令和4年3月31日

【目的】
　新型コロナウイルス感染症による影響が長期化する中で、コロナ禍で収入が減少した世帯に対し、新型コロ
ナウイルス感染症生活困窮者自立支援金を支給することにより、生活困窮者支援の充実を図る。
【内容】
　新型コロナウイルス感染症の影響により生活が困窮する世帯に支援金を支給する。

　対象者　：借入限度額に達している等により緊急小口資金等の特例貸付を利用できない世帯のうち、次の①
　　　　　  ～③すべての要件を満たす世帯（生活保護世帯は除く。）
　　　　　  ①収入要件　　　　申請日の属する月における、申請者及び当該申請者と同一の世帯に属する者
の
　　　　　　　　　　　　　　  収入の額を合算した額がアとイの合計額以下であること。
　　　　　　　　　　　　　　  ア.市民税均等割額が非課税となる収入額の1/12
　　　　　　　　　　　　　　  イ.生活保護の住宅扶助基準額
　　　　　  ②資産要件　　　　世帯の預貯金等の合計額が①アの6倍以下（ただし、100万円以下）であるこ
　　　　　　　　　　　　　　  と。
　　　　　  ③求職活動等要件　公共職業安定所に求職の申し込みをし、誠実かつ熱心に求職活動等を行うこ
　　　　　　　　　　　　　　  と。
　支給月額：単身世帯 6万円、2人世帯 8万円、3人以上世帯 10万円
  支給期間：3か月
　申請方法：市窓口にて受付
  申請期限：令和3年11月30日 ※令和3年9月1日 申請期限を令和3年8月31日から延長
　
【事業費の負担割合】
　国 10/10

14,078

法令根拠 小城市新型コロナウイルス感染症生活困窮者自立支援金支給事業実施要綱

事業期間
令和3 令和4

地域福祉の情報提供と相
談支援体制の充実一般 3 1 1 1471

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 1

みんなでささえあうやさ
しいまち

担当部課 福祉部　社会福祉課 施策名 1 地域福祉の充実

新規事業 既存事業

予算事業名
新型コロナウイルス感染症生活困窮者自立支
援金支給事業
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令和3年度補正予算（第13号） 主な事業説明書 参考資料
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☑ □

☑  単年度のみ □単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

合　　計

410,021 1 410,022

令和3年度
予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

その他 合　　計

一般財源

その他

1,584 404,700 67 410,022

令和3年度
予算事業費

の内訳
（単位：千円）

報酬

事　業　費 0 0 410,022 0 0 0 事業費計 0

財
源
内
訳

327 1,080 500 1,764

一般財源

職員手当等 需用費 役務費 委託料 扶助費

1

国庫支出金 410,021

（計画) （計画)

その他

県支出金

地方債 地方債

事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえ、住民税非課税世帯等に対し、臨時特別給付金を支給することに
より、生活・暮らしの支援の充実を図る。
　

【内容】
　小城市内の住民税非課税世帯等に臨時特別給付金を支給する。
　
　対象世帯：①基準日（令和3年12月10日）において、世帯全員の令和3年度分の住民税均等割が非課税である
世
　　　　　　帯
　　　　　　②①のほか、新型コロナウイルス感染症の影響を受けて、令和3年度分の住民税課税世帯である
　　　　　　が、令和3年1月以降の家計が急変し、①と同様の水準にあると認められる世帯
　支給額　：対象1世帯につき10万円

【事業費の負担割合】
　国 10/10

事業費の推移
（単位：千円）

H31年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) (決算) （計画) （計画)

法令根拠 住民税非課税世帯に対する臨時特別給付金支給事業実施要綱（予定）

事業期間

地域福祉の情報提供と相
談支援体制の充実一般 3 1 1 1484

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 1

みんなでささえあうやさ
しいまち

担当部課 福祉部　社会福祉課 施策名 1 地域福祉の充実

新規事業 既存事業

予算事業名
（新規）住民税非課税世帯等に対する臨時特
別給付金支給事業
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□ ☑

□  単年度のみ □単年度繰返 ☑  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

388,291

令和3年度
補正事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 合　　計

388,291

合　　計

150 40 269 132 387,700 388,291

令和3年度
補正事業費

の内訳
（単位：千円）

職員手当等 需用費 役務費 委託料 扶助費

事　業　費 0 67,267 778,808 0

財
源
内
訳

一般財源 145

その他

地方債

（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) （決算) （計画) （計画) （計画) （計画)

一般財源

県支出金

845,930

145

0 0 事業費計 846,075

地方債

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

国庫支出金 67,267 778,663

その他

事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　新型コロナウイルス感染症の影響等を踏まえ、子育て世帯に対し、子育て世帯への臨時特別給付金を支給す
ることにより、子育て支援の充実を図る。

【内容】
　小城市内の子育て世帯に臨時特別給付金を支給する。
　
　令和2年度　子育て世帯への臨時特別給付金の支給
　令和3年度　子育て世帯への臨時特別給付金過年度返還金
　　　　　 　子育て世帯への臨時特別給付（先行給付金）の支給
　

【事業費の負担割合】
　国 10/10

【補正内容】
　コロナ克服・新時代開拓のための経済対策による子育て世帯への臨時特別給付（追加給付金）の支給に伴う
事業費の増

　支給対象者：①令和3年9月分の児童手当の受給者
　　　　　　　②令和3年9月30日において15歳に達する日以後の最初の3月31日を経過した児童であって18歳に
　　　　　　　　達する日以後の最初の3月31日までの間にある者を養育する者
　　　　　　　③令和3年9月30日の翌日以後令和4年3月31日までに出生した児童の父母等
　支給額　　：対象児童1人につき5万円
  支給方法　：現金支給（先行給付金とあわせて、10万円を一括支給）

事業費の推移
（単位：千円）

H31年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

法令根拠
令和2年度小城市子育て世帯への臨時特別給付金支給事業実施要綱、令和3年度小城市子育て世帯
への臨時特別給付（先行給付金）支給事業実施要綱

事業期間
令和2 令和3

子育て関連情報の提供と
相談支援体制の充実一般 3 2 2 1435

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 1

子どもが自分らしく笑顔
で育っていけるまち

担当部課 福祉部　社会福祉課 施策名 1 子育て支援の充実

新規事業 既存事業

予算事業名 子育て世帯への臨時特別給付金支給事業
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